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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　炉を備える設備であって、該炉は、
　一方で床により、他方で、壁（１１２、１１３、１１４、１１５）および頂部（１１１
）を備える耐火性ライニングにより境界が定められる室（１００）であって、燃焼排ガス
出口（１１６）を備える室（１００）と、
　前記室（１００）の内部に向けて方向付けられた４台から２０台の間の台数の酸素燃料
燃焼器（１０７、１０９）であって、該酸素燃料燃焼器（１０７）のうちの少なくとも第
１の系列が、第１の方向で前記室（１００）の第１の壁（１１４）に整列される酸素燃料
燃焼器（１０７、１０９）と
　を備え、
　前記設備は、また、
　前記室（１００）から排出された燃焼排ガスを用いて熱伝達流体を加熱することで、高
温の熱伝達流体を得るための、前記室（１００）の前記燃焼排ガス出口（１１６）に連結
される加熱装置（１０１）と、
　予熱された産業用等級酸素を得るために、前記高温の熱伝達流体との壁を通じた熱の交
換によって、産業用等級酸素を予熱するための主熱交換器（１０３）であって、前記室（
１００）の前記耐火性ライニングに隣接し、前記加熱装置（１０１）に連結され、予熱さ
れた産業用等級酸素を前記酸素燃料燃焼器（１０７、１０９）のうちの少なくとも１つに
供給するための、少なくとも１つの予熱された産業用酸素出口（１３１、１３２）を備え
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る、主熱交換器（１０３）と
　を備え、
　前記設備は、予熱される産業用等級酸素を、予熱される酸素のいくつかの流れへと分割
するためのスプリッタであって、前記主熱交換器の上流に、または、酸素が前記主熱交換
器に入る領域に位置付けられるスプリッタを備え、
　前記主熱交換器は、予熱された産業用酸素流れ（１３１、１３２）を供給するためのい
くつかの出口を備え、前記第１の系列の各々の酸素燃料燃焼器（１０７）は、予熱された
産業用酸素流れを前記酸素燃料燃焼器（１０７）に供給するために、前記主熱交換器（１
０３）の出口（１３１、１３２）へと連結され、前記主熱交換器の出口は複数の酸素燃料
燃焼器に連結されないこと
　を特徴とする設備。
【請求項２】
　前記主熱交換器（１０３）は、酸素燃料燃焼器（１０７）の前記第１の系列を備える前
記壁（１１４）に隣接する、請求項１に記載の設備。
【請求項３】
　前記主熱交換器（１０３）は、酸素燃料燃焼器の前記第１の系列の方向と平行な長手寸
法を有し、前記主熱交換器の前記出口（１３１、１３２）は、この長手寸法に沿って位置
付けられ、前記第１の系列の各々の酸素燃料燃焼器（１０７）は、前記主熱交換器（１０
３）の最も近い出口（１３１、１３２）に連結される、請求項１または２に記載の設備。
【請求項４】
　前記炉は、前記室（１００）の第２の壁（１１５）に、第２の方向に整列された酸素燃
料燃焼器（１０９）の第２の系列を備え、
　前記設備は、
　予熱された産業用等級酸素を得るために、前記高温の熱伝達流体との壁を通じた熱の交
換によって、産業用等級酸素を予熱するための第２の主熱交換器と、
　予熱される産業用等級酸素を、予熱される酸素のいくつかの流れへと分割するための第
２のスプリッタと
　を備え、
　前記第２のスプリッタは、前記第２の主熱交換器の上流に、または、酸素が前記第２の
主熱交換器に入る領域に位置付けられることと、
　前記主熱交換器は、酸素燃料燃焼器（１０９）の前記第２の系列を備える前記壁（１１
５）に隣接し、前記加熱装置（１０１）に連結もされ、予熱された産業用酸素流れを供給
するためにいくつかの出口を備えることと、
　前記第２の系列の各々の酸素燃料燃焼器（１０９）は、対応する予熱された産業用酸素
流れを前記酸素燃料燃焼器に供給するために、前記第２の主熱交換器の単一の出口に連結
され、前記第２の主熱交換器の出口は複数の酸素燃料燃焼器に連結されないことと
　を特徴とする、請求項１から３のいずれか一項に記載の設備。
【請求項５】
　前記第２の主熱交換器は、酸素燃料燃焼器（１０９）の前記第２の系列を備える前記第
２の壁（１１５）に隣接し、酸素燃料燃焼器（１０９）の前記第２の系列の方向と平行な
長手寸法を有し、前記第２の主熱交換器の前記出口は、この長手寸法に沿って位置付けら
れ、前記第２の系列の各々の酸素燃料燃焼器（１０９）は、前記第２の主熱交換器の最も
近い出口に連結される、請求項４に記載の設備。
【請求項６】
　前記主熱交換器（１０３）は、前記室（１００）の前記頂部（１１１）に上方で隣接す
る、請求項１に記載の設備。
【請求項７】
　前記炉は、前記室の第２の壁（１１５）に第２の方向で整列された酸素燃料燃焼器（１
０９）の第２の系列を備え、前記第２の壁（１１５）は前記第１の壁（１１４）と相対し
、前記第２の系列の各々の酸素燃料燃焼器（１０９）は、予熱された産業用等級酸素の流
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れを前記第２の系列の前記酸素燃料燃焼器（１０９）に供給するために、前記主熱交換器
（１０３）の予熱された産業用酸素出口（１４２）に連結される、請求項６に記載の設備
。
【請求項８】
　前記加熱装置（１０１）は、前記室から排出された燃焼排ガスとの壁を通じた熱の交換
によって、前記熱伝達流体を加熱するための副熱交換器である、請求項１から７のいずれ
か一項に記載の設備。
【請求項９】
　前記主熱交換器（１０３）は管式熱交換器であり、前記予熱された産業用酸素出口（１
４１、１４２）は、前記管式熱交換器の管に連結される、請求項１から８のいずれか一項
に記載の設備。
【請求項１０】
　前記主熱交換器（１０３）は、互いから流体的に分離されたいくつかの管束（１０、２
０、３０、４０）を備え、各々の管束（１０、２０、３０、４０）は、前記主熱交換器（
１０３）の前記出口（１、２、３、４）のうちの少なくとも１つに連結され、各々の出口
（１、２、３、４）は単一の管束（１０、２０、３０、４０）に連結され、各々の管束（
１０、２０、３０、４０）は、好ましくは単一の出口（１、２、３、４）に連結される、
請求項９に記載の設備。
【請求項１１】
　前記主熱交換器（１０３）は、管束（１０、２０、３０、４０）ごとの入口端蓋（１１
、１２、１３、１４）を備え、各々の入口端蓋（１１、１２、１３、１４）は、予熱のた
めの産業用等級酸素を単一の管束（１０、２０、３０、４０）に供給するために配置され
る、請求項１０に記載の設備。
【請求項１２】
　前記主熱交換器（１０３）の各々の出口（１、２、３、４）は、戻り端蓋（３１、３２
、３３、３４）と戻り配管（４１、４２、４３、４４）とを介して、管束（１０、２０、
３０、４０）に連結され、前記主熱交換器（１０３）は、管束（１０、２０、３０、４０
）ごとに戻り端蓋（３１、３２、３３、３４）を備える、請求項１０または１１に記載の
設備。
【請求項１３】
　前記設備は、壁を通じた前記高温の熱伝達流体との熱の交換によって、前記酸素燃料燃
焼器（１０７、１０９）の上流で燃料を予熱するための、少なくとも１つの燃料主交換器
（１０４）を備え、前記燃料主交換器（１０４）は、前記室（１００）の前記ライニング
に隣接し、前記加熱装置（１０１）に連結し、予熱された燃料流（１３１，１３２）を前
記設備の酸素燃料燃焼器（１０７、１０９）に供給するためのいくつかの出口を備え、前
記燃料主交換器（１０４）の出口（１４１、１４２）は複数の酸素燃料燃焼器（１０７、
１０９）に連結されず、前記燃料主交換器（１０４）の各々の出口（１４１、１４２）は
、好ましくは、１つの酸素燃料燃焼器（１０７、１０９）に連結され、前記設備は、好ま
しくは、予熱される燃料を、予熱される燃料のいくつかの流れへと分割するためのスプリ
ッタを備え、前記燃料のスプリッタは、前記燃料主交換器の上流に、または、燃料が前記
燃料主交換器に入る領域に位置付けられる、請求項１から１２のいずれか一項に記載の設
備。
【請求項１４】
　前記炉はガラス溶解炉である、請求項１から１３のいずれか一項に記載の設備。
【請求項１５】
　請求項１から１４のいずれか一項に記載の設備を使用する燃焼の方法であって、
　熱および燃焼排ガスが、前記酸素燃料燃焼器（１０７、１０９）を用いて、酸化剤とし
ての予熱された産業用等級酸素で燃料を燃焼することによって、前記室（１００）で発生
され、
　前記燃焼排ガスは、前記燃焼排ガス出口（１１６）を介して、前記室（１００）から排
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出され、
　熱伝達流体が、高温の熱伝達流体を得るために、前記加熱装置（１０１）で、前記室（
１００）から排出された燃焼排ガスを用いて加熱され、
　前記産業用等級酸素は、予熱された産業用等級酸素を得るために、高温の熱伝達流体と
の壁を通じた熱の交換によって、前記設備の前記１つまたは複数の主熱交換器（１０３）
で予熱され、
　予熱された産業用等級酸素の流れが、前記設備の前記１つまたは複数の主熱交換器（１
０３）の前記出口（１３１、１３２、１、２、３、４）の各々へと運ばれ、この予熱され
た産業用酸素流れは、酸化剤として、前記出口（１３１、１３２、１、２、３、４）に連
結された前記酸素燃料燃焼器（１０７、１０９）に供給される方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、４台から２０台の間の燃焼器を備える炉に関する。
【背景技術】
【０００２】
　このような炉は、ガラス産業において知られている。特には、このようなガラス溶解炉
、具体的には、１日あたり２０から２００メートルトンの溶融ガラスの能力を持つこのよ
うなガラス溶解炉が、知られている。　
　これらの炉では、酸化剤とともに燃料を燃焼することで熱が発生され、前記酸化剤は従
来は空気である。　
　燃焼器各々の出力は、炉における所望の熱プロファイルを確立するために、個々に調節
されるか、または、燃焼器の群で調節される。燃焼器の全出力は、炉において実行されて
いる方法に従って調節され、特には、例えば溶解炉の場合では、炉の間引きに従って調節
される。
【０００３】
　汚染物質排出（ＮＯｘ、粉塵）と炉のエネルギー消費とを減らすために、燃焼空気を産
業用等級酸素で置き換えることは公知の実施方法である。この関連において、産業用等級
酸素または産業用酸素は、７０ｖｏｌ％以上の酸素含有量を有するガスを意味している。
産業用等級酸素を用いる燃焼は、概して「酸素燃焼」と称されており、「酸素燃焼」を実
施する燃焼器は、「酸素燃料燃焼器」と称されている。
【０００４】
　したがって、酸素燃焼を実行するために、周囲温度において産業用等級酸素を炉内に噴
射することは公知の実施方法であり、この周囲温度とは、炉の前で予熱するステップがな
いと言うことを意味するものである。そして、燃料は、典型的には、同様に周囲温度で噴
射される（例えば、燃料が天然ガスまたは軽質燃料油であるとき）。他方で粘性燃料（例
えば、重質燃料油）の場合、燃料は、先ず、燃料を炉内に容易に噴射させることができる
ように、燃料の粘度が十分に低くされる温度まで（例えば、重油の場合、おおよそ１２０
℃の温度まで）上昇させられる。
【０００５】
　酸素燃料燃焼器の上流の反応剤（産業用等級酸素および／または燃料）のうちの少なく
とも１つを予熱することによって、酸素燃焼を用いる炉の経済的なバランスを改善するこ
とも、公知の実施方法である。　
　基本的に、高温の燃焼排ガスを用いて反応剤を予熱する２つの公知の方法がある。　
　先ず、炉によって発生される高温の燃焼排ガスと壁を通じて、反応剤を直接的に加熱す
ることができる熱交換器を備える装置がある。文献ＥＰ９５００３１および米国特許第５
，８０７，４１８号は、このような装置を記載している。
【０００６】
　この第１の解決策は、１つだけの熱交換器を必要とするため比較的コストは低いが、予
熱された産業用等級酸素が具体的には反応性および腐食性であることを考えると、具体的
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には産業用等級酸素を予熱するときに、十分なレベルの安全性を常に提供するとは限らな
い。問題は、該方法が炉内の大気を減らすことを必要とするため、または、燃焼器の劣悪
な運転の結果としてのいずれかで、燃焼排ガスが未燃物質をしばしば含むことである。時
間の経過と共に、このような熱交換器の材料は、高温の燃焼排ガスおよび高温の酸素との
接触のため、特には浸食／腐食によって、損傷されることになる可能性がある。したがっ
て、交換器の欠陥のある部品は、酸素を高温の燃焼排ガスのこの未燃物質と接触させ、そ
れによって、破滅的な結果となり得る火炎の発生源を生じさせる可能性がある。さらに、
この第１の解決策の場合、予熱された産業用等級酸素は、移送管の回路網によって、熱交
換器から、予熱された酸素で運転する酸素燃料燃焼器の各々へと移送され、前記移送管も
、それらが移送している予熱された酸素によって腐食される傾向がある。
【０００７】
　この問題への解決策として、２つの連続する熱交換器を用いて、２段階で高温の燃焼排
ガスと燃焼反応剤との間での熱の交換を備える予熱装置がある。第１の熱交換器は、高温
の燃焼排ガスから、特には空気である中間流体を加熱するために用いられ、第２の熱交換
器は、第１の熱交換器を用いて事前に加熱された中間流体から、具体的には産業用等級酸
素である燃焼反応剤を加熱するために用いられる。出願者の会社の名による文献米国特許
第６，０７１，１１６号と米国特許第６，２５０，９１６号とは、このような装置を記載
している。この解決策の場合、予熱されることになる燃焼反応剤ごとの第２の熱交換器が
、予熱された反応剤を用いる各々の燃焼器のすぐ上流に据え付けられている。選択された
中間流体が、燃焼排ガスの未燃物質が点火するだけの十分な高さではない酸素含有量のも
のであるため、および、予熱された反応剤を運ぶ管、特には、予熱された産業用等級酸素
を運ぶ管が、最小限に保たれるため、この第２の解決策は、先に記載されている第１の解
決策より安全である。他方で、より多くの数の熱交換器が必要とされるため、より高価と
なってしまう。　
　出願人名による文献ＥＰ－Ａ－２５４６２０４と、文献ＷＯ－Ａ－２００９／１１８３
３７とは、このような設備の具体的な実施形態を記載している。
【発明の概要】
【０００８】
　本発明の目的は、４台から２０台の間の酸素燃料燃焼器を備える炉において実施される
この第２の解決策を可能にする一方で、同時に、熱回収することと、産業用等級酸素を予
熱することとに必要とされる投資を最小限にすることである。本発明の別の目的は、ガラ
ス溶解炉において、具体的には、１日あたり２０から２００メートルトンの溶融ガラスの
能力を有するガラス溶解炉において、この第２の解決策のこのような使用を可能にするこ
とである。
【０００９】
　本発明は、先ず、炉を備える設備に関する。炉は、一方で床により、他方で耐火性ライ
ニングにより境界が定められる室を備え、このライニングは壁および頂部を備える。室は
燃焼排ガス出口も備える。炉は、室の内部に向けて方向付けられた４台から２０台の間の
酸素燃料燃焼器を備える。前記酸素燃料燃焼器のうちの少なくとも第１の系列は、室の第
１の壁にあり、「第１の方向」と称される方向に整列される。　
　設備は、室の燃焼排ガス出口に連結された加熱装置も備える。この加熱装置は、室から
排出された燃焼排ガスを用いる熱伝達流体を加熱することで、高温の熱伝達流体を得るよ
うに意図されている。　
　ここでの文脈で用いられる用語「連結される」は、流体的に連結されることを意味し、
これは、連結される２つの要素間で流体を移送させることができるような方法で連結され
ることを言うように意味するものである。
【００１０】
　設備は、主熱交換器または主交換器と称され、加熱装置に連結される熱交換器も備える
。主交換器は、予熱された産業用等級酸素を得るために、高温の熱伝達流体との壁を通じ
た熱の交換によって、産業用等級酸素を予熱するように意図され、予熱された産業用等級
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酸素を酸素燃料燃焼器のうちの少なくとも１つに供給するための、少なくとも１つの予熱
された産業用酸素出口を備える。本発明による設備の主交換器は、室のライニングに隣接
し、いくつかの予熱された産業用酸素出口を備える。
【００１１】
　予熱された産業用等級酸素を第１の系列の酸素燃料燃焼器に供給するために、この第１
の系列の各々の酸素燃料燃焼器は、主交換器の出口に連結される。優先的には、主交換器
の出口は複数の酸素燃料燃焼器に連結されない。　
　したがって、概して、主交換器の各々の出口は、酸素燃料燃焼器に連結され得る。前記
主交換器が第１の系列の酸素燃料燃焼器だけに連結されるとき、この主交換器の各々の出
口は、典型的には、この第１の系列の酸素燃料燃焼器に連結される。しかしながら、ある
例では、主交換器は、予熱された産業用酸素流れを設備の別の機器へと供給するための追
加的な出口も備え得る。
【００１２】
　本発明の利点は数多くある。本発明は、具体的には酸化剤として使用される産業用等級
酸素を予熱することに関する、燃焼反応剤を予熱することに関するエネルギーの回復で、
燃料の節約と、酸素燃焼に伴う汚染物質排出の低減とを達成することを可能にする。本発
明は、高温の燃焼排ガスを用いて燃焼反応剤を予熱するための第２の解決策とも関連する
高いレベルの安全性も提供する。さらに、本発明は、この高いレベルの安全性を、最小限
の機器と、予熱された産業用等級酸素を酸素燃料燃焼器へと移送するために必要とされる
最小に制限された量の配管とで達成することを可能にする。
【００１３】
　いくつかの産業用等級酸素出口を備えた主交換器の使用は、予熱された産業用等級酸素
の複数の流れの供給において、多くの融通性を提供する。いくつかの予熱された産業用酸
素出口を備える主交換器の使用は、予熱された産業用等級酸素の流れを数多くの副流れへ
と分けるための、特には弁といった、システムに対する必要性を、排除しないとしても制
限するという大きな利点も提供する。各々の予熱された産業用酸素出口が単一の酸素燃料
燃焼器に連結されるとき、予熱された状態の産業用等級酸素を様々な燃焼器に分配するた
めに分ける必要はない。高温の産業用等級酸素の具体的には酸化である腐食の性質を考え
ると、高温の酸素流れを確実に分けることができる非常に少ないシステムがあり、信頼で
きる既存のシステムは具体的には高価であり、そのため、最小限のこのようなシステムが
あってもなくても運転できる設備が極めて望ましい。
【００１４】
　本発明によれば、単一の主交換器は、主交換器の上流、または、酸素が主交換器に入る
領域を言うように意味する、産業用等級酸素が予熱される前において、いくつかの流れに
分割されることのおかげで、いくつかの予熱された産業用酸素流れを発生させることがで
きる。　
　そのようにするために、設備は、予熱される産業用等級酸素を、予熱される酸素のいく
つかの流れへと分割するためのスプリッタを備え、そのスプリッタは、主交換器の上流に
、または、酸素が主交換器に入る領域に、位置付けられる。　
　優先的には、スプリッタは、予熱される産業用酸素の流れを、予熱される産業用酸素の
数多くの流れへと分割し、その数は、主交換器によって供給される予熱された産業用酸素
流れの数に対応する。
【００１５】
　炉は、好ましくは、５台から１６台の間の酸素燃料燃焼器を備え、さらにより好ましく
は、５台から１０台の間の酸素燃料燃焼器を備える。　
　定義による酸素燃料燃焼器の系列は、いくつかの酸素燃料燃焼器、典型的には少なくと
も３つの酸素燃料燃焼器を備える。系列は、有利には、３台から８台の間の酸素燃料燃焼
器を備え、好ましくは、３台から６台の間の酸素燃料燃焼器を備える。　
　本発明は、ガラス溶解炉、具体的には、１日あたり２０から２００メートルトンの溶融
ガラスの能力または引出し量（ｄｒａｗ）を持つ溶解炉を備える設備にとって、特に有益
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なものである。　
　室を取り囲む領域は、概して、周囲温度より高い温度にある。結果として、主熱交換器
を室のライニングに隣接して位置付けることは、熱エネルギーの損失を制限することにも
寄与する。
【００１６】
　本発明の一実施形態によれば、主熱交換器は、酸素燃料燃焼器の第１の系列を備える壁
に隣接する。この場合、予熱された産業用等級酸素のための主熱交換器からの出口は、典
型的には、第１の系列の酸素燃料燃焼器のみに連結される。　
　この実施形態によれば、溶解炉は、室の第２の壁に酸素燃料燃焼器の第２の系列を備え
、この第２の系列の酸素燃料燃焼器は、「第２の方向」と称される方向で整列され、設備
は、有利には、先に記載されているような種類の、第２の主熱交換器を備える。この第２
の主交換器は加熱装置にも連結される。
【００１７】
　そして、この第２の主交換器は、有利には、第２の主交換器の長手寸法が酸素燃料燃焼
器のこの第２の系列の第２の方向と平行な状態で、酸素燃料燃焼器の第２の系列を備える
第２の壁に隣接するように位置付けられる。　
　この場合、第２の主交換器の出口は、有益に、第２の主交換器のこの長手寸法に沿って
分散され得る。そして、第２の系列の各々の酸素燃料燃焼器は、前記酸素燃料燃焼器に最
も近い第２の主交換器の予熱された産業用酸素出口に有利に連結され、第２の主交換器の
出口は複数の酸素燃料燃焼器に連結されない。　
　第２の主交換器の予熱された産業用酸素出口は、第２の系列の酸素燃料燃焼器のみに連
結され得る。　
　第１の系列の酸素燃料燃焼器が見出されるものである室の第１の壁は、第２の系列の酸
素燃料燃焼器が見出される室の第２の壁としばしば相対して位置付けられる。優先的には
、第１の系列の第１の方向と第２の系列の第２の方向とは、実質的に平行である。
【００１８】
　本発明の他の実施形態によれば、主熱交換器は、室の頂部に上方で隣接して位置付けら
れる。　
　特には、主交換器が頂部の上方にあるこの第２の実施形態によれば、炉は、第１の壁と
相対して据え付けられた室の第２の壁に第２の方向で整列された酸素燃料燃焼器の第２の
系列を備え、第２の系列の各々の酸素燃料燃焼器は、有利には、第１の系列の酸素燃料燃
焼器と同様に、この主熱交換器の交換器の出口にも連結される。ここで再び、第２の系列
の酸素燃料燃焼器は、有利には、前記酸素燃料燃焼器に最も近い主熱交換器の出口に連結
される。この場合、酸素燃料燃焼器の第１の系列の第１の方向は、好ましくは、酸素燃料
燃焼器の第２の系列の第２の方向と平行である。
【００１９】
　かなり多くの炉は、上流壁と、上流壁と相対する下流壁と、上流壁および下流壁をつな
げる２つの側方壁とを備える矩形の室を有している。これらの側方壁は、矩形の最も長い
側部に対応している。炉が室の相対する壁において２つの系列の酸素燃料燃焼器を備える
とき、２つの系列は、好ましくは、側方壁の各々にそれぞれ搭載される。　
　例えば連続溶解炉など、一方の側から他方の側へと室を横切って移動する装入物を処理
するための炉では、装入物は、典型的には、上流壁を通って、または、上流壁の近くで、
室へと導入され、処理された装入物（例えば、溶融装入物）は、下流壁を通って、または
、下流壁の近くで、室から排出される。
【００２０】
　様々な加熱装置が、主熱交換器の上流で室から除去された燃焼排ガスを用いて、熱伝達
流体を加熱するために用いられ得る。有益な一実施形態によれば、この加熱装置は、室か
ら排出される燃焼排ガスとの壁を通じた熱の交換によって熱伝達流体を加熱するための、
副熱交換器または副交換器と称される熱交換器である。　
　熱伝達流体は、有利には、空気の酸素含有量より大きくない酸素含有量を有する。熱伝
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達流体は、例えば、空気、窒素、またはＣＯ2であり得る。　
　産業用等級酸素は、有利には、例えば少なくとも８０％、好ましくは少なくとも９０％
といった、７０％以上の酸素含有量を有する。　
　有益な一実施形態によれば、主熱交換器は管式熱交換器である。そして、予熱された産
業用酸素出口は、産業用等級酸素が、高温の熱伝達流体との、管の壁を通じた熱の交換に
よって予熱される前記管式交換器の管に連結される。
【００２１】
　このような管式熱交換器は、有利には、互いから流体的に分離されたいくつかの管束を
備え、各々の管束は、少なくとも１つの予熱された産業用酸素出口に連結され、各々の予
熱された産業用酸素出口は単一の管束に連結される。例えば、管束は、予熱された産業用
酸素を、主交換器の２つの予熱された産業用酸素出口へと供給できるが、前記出口の各々
は、この管束のみに連結され、他の管束のうちの１つには連結されない。　
　優先的には、各々の管束は、２つ以下の予熱された産業用酸素出口に連結され、さらに
より好ましくは、各々の管束は、管束のうちの１つによって予熱された産業用等級酸素の
流れが、前記管束に連結されている予熱された産業用酸素出口に、その全体で供給される
ように、単一の予熱された産業用酸素出口に連結される。
【００２２】
　予熱される産業用等級酸素を分けるために、熱交換器は、例えば管束ごとに１つの入口
といった、いくつかの産業用酸素入口を備えてもよい。これは、より具体的には、スプリ
ッタが主交換器の上流に据え付けられる場合である。　
　主交換器の内部で管束ごとに入口端蓋を提供することも可能であり、各々の入口端蓋は
、予熱される産業用等級酸素を単一の管束に供給するために配置される。そして、前記入
口端蓋は、主交換器の上流の領域に据え付けられた酸素スプリッタの一部を形成する。
【００２３】
　有益には、管式主交換器の各々の予熱された産業用酸素出口は、戻り端蓋と戻り配管と
を介して、管束のうちの１つだけへと連結され、前記戻り配管は、主交換器の内部に据え
付けられる。そして、主交換器は、管束ごとに戻り端蓋を備える。この実施形態は、主交
換器の出口が交換器の長手寸法に沿って位置付けられるとき、特に有益である。
【００２４】
　本発明による設備は、有利には、壁を通じた高温の熱伝達流体との熱の交換によって、
室の酸素燃料燃焼器の上流で燃料を予熱するための、少なくとも１つの燃料交換器も備え
る。この交換器は、燃料主交換器とも称される。前記少なくとも１つの交換器は、有利に
は、前記燃料主交換器によって予熱および供給される流体が産業用等級酸素ではなく燃料
であることを除いて、１つまたは複数の産業用酸素主交換器（位置、出口、酸素燃料燃焼
器（の系統）への連結、スプリッタ、構造など）に関連して先に記載されている実施形態
のうちの１つに対応する。
【００２５】
　本発明は、先に記載されている実施形態のうちのいずれか１つによる本発明の設備を用
いる燃焼の方法にも関する。　
　この方法によれば、熱および燃焼排ガスが、酸素燃料燃焼器を用いて、酸化剤としての
予熱された産業用等級酸素で燃料を燃焼することによって、室で発生される。燃焼排ガス
は、燃焼排ガス出口を介して、室から排出される。熱伝達流体が、高温の熱伝達流体を得
るために、加熱装置で、室から排出された燃焼排ガスを用いて加熱される。産業等級酸素
は、予熱された産業用等級酸素を得るために、加熱装置から来る高温の熱伝達流体との壁
を通じた熱の交換によって、主熱交換器で予熱される。この予熱された産業等級酸素の流
れは、主交換器の予熱された産業用酸素出口の各々へと運ばれる。予熱された産業用等級
酸素の流れは、室の内部で燃料を燃焼するための酸化剤として用いられ得るように、予熱
された産業用酸素出口に連結された酸素燃料燃焼器へと供給される。　
　特に有利な一実施形態によれば、本発明による燃焼方法はガラス溶解炉で実施される。
【００２６】
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　本発明は、先に記載されているような管式主熱交換器の様々な形の実施形態にも関する
。
【００２７】
　したがって、本発明は、互いから流体的に分離されたいくつかの管束を備える管式熱交
換器にも関する。管束の各々は、加熱された流体の流れを交換器から排出するために、交
換器の少なくとも１つの出口に連結され、各々の加熱された流体の出口は、１つだけの管
束に連結される。　
　管式交換器は、管束の方向に対応する長手寸法を有し、この長手寸法に沿う様々な位置
に、加熱された流体の出口を備える。　
　先に説明されているように、前記位置は、室の壁における、酸素燃料燃焼器のうちの少
なくとも１つの系列の位置、または、酸素燃料燃焼器の複数の系列の位置に従って、選択
される。
【００２８】
　先に記載されているように、予熱される流体を分けるために、熱交換器は、例えば管束
ごとに１つの入口といった、加熱される流体のためのいくつかの入口を備えてもよい。
【００２９】
　同じく先に記載されているように、管束ごとに入口端蓋を備えた管式主熱交換器を提供
することも可能であり、各々の入口端蓋は、１つの管束だけに、加熱される流体を供給す
るように配置される。　
　有益には、管式主交換器の各々の予熱された産業用酸素出口は、戻り端蓋と戻り配管と
を介して、管束のうちの１つへと連結され、前記戻り配管は、交換器の内部に据え付けら
れる。そして、主交換器は、管束ごとに１つの戻り端蓋を備える。　
　本発明と本発明の利点とは、後に続く例によって図示されている。
【図面の簡単な説明】
【００３０】
【図１】本発明による設備の概略図。
【図２】本発明による管式主熱交換器の断面の概略図。
【図３】これらの４つの管束の１つの可能な構成の、管入口端から見た概略図。
【図４】これらの４つの管束の１つの可能な構成の、管出口端から見た概略図。
【発明を実施するための形態】
【００３１】
　図１は、ガラス溶融炉を備える設備をより具体的に描写している。この炉の室１００は
、床（描写されていない）と、頂部１１１と、４つの壁１１２～１１５、より具体的には
、上流壁１１２、下流壁１１３、および２つの側方壁１１４、１１５とを備えている。
【００３２】
　炉は、室１００の壁に搭載された８台の酸素燃料燃焼器１０７、１０９を備えている。
４つの酸素燃料燃焼器１０７の第１の系列が第１の側方壁１１４に搭載されており、４つ
の酸素燃料燃焼器１０９の第２の系列が第２の側方壁１１５に搭載されている。
【００３３】
　各々の系列の酸素燃料燃焼器１０７、１０９は、室１００の長さと平行な水平方向にお
いて、均等に離間されている。第１の系列の酸素燃料燃焼器１０７と第２の系列の酸素燃
料燃焼器１０９とは、室１００の長さに沿って見たとき、第１の系列の酸素燃料燃焼器１
０７が第２の系列の２つの連続する酸素燃料燃焼器１０９の間に位置するように、および
、逆の場合も同じとなるように、より具体的には位置付けられている。
【００３４】
　酸素燃料燃焼器１０７、１０９によって発生される燃焼排ガスは、単一の燃焼排ガス出
口１１６を介して、上流壁１１２を通って室１００から排出され、そして送気管（描写さ
れていない）へと送られる。ガラス化可能な物質が、２つの装入装置１０８を介して、上
流壁１１２を通って室１００へと導入される。溶融物質が、室１００の下流壁１１３の出
口開口（図示されていない）を介して、室１００から排出される。
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【００３５】
　単一の復熱装置１０１が、熱伝達流体として用いられる空気を加熱するための加熱装置
として使用されており、室１００から排出される燃焼排ガスの熱を用いる。この復熱装置
１０１は、室１００の送気管に設置されている。したがって、図１に示された実施形態で
は、復熱装置１０１は室１００の上流側に設置されている。　
　このようにして生成された高温の空気は、復熱装置１０１から配管経路１０２に沿って
排出される。
【００３６】
　この高温の空気の流れは、頂部１１１の近くで室１００の最上部に設置されている主熱
交換器１０３に向かって方向付けられる。交換器１０３は、酸素燃料燃焼器１０７、１０
９の２つの系列から等しい距離で離されている。そのため、前記主交換器１０３の長手寸
法は、室１００の長手軸線と平行である。　
　前記主交換器１０３内では、産業用等級酸素が、復熱装置１０１から来る高温の熱伝達
流体との壁を通じた熱の交換によって、予熱される。
【００３７】
　主交換器１０３は、予熱された産業用等級酸素のための８つの出口１３１、１３２、す
なわち、４台の酸素燃料燃焼器１０７の第１の系列の側方にある４つの出口１３１と、第
２の系列の４台の酸素燃料燃焼器１０９の側方にある４つの出口１３２とを備えている。
各々の出口１３１、１３２は、予熱された産業用酸素出口１３１、１３２と最も近くの酸
素燃料燃焼器１０７、１０９との間の距離が最小となるような方法で、位置付けられてい
る。予熱された産業用酸素管１３３、１３４が、各々の出口１３１、１３２を最も近くの
燃焼器１０７、１０９と、前記燃焼器１０７、１０９に酸化剤としての予熱された産業用
等級酸素を供給するために、連結する。燃焼器１０７、１０９に対する出口１３１、１３
２の位置のおかげで、前記管１３３、１３４の長さは最小限に保たれている。
【００３８】
　この構成による第１の利点は、この構成が設備の熱効率を改善することである。具体的
には、主交換器１０３および管１３３、１３４のすぐそばでの取り囲みは、高温の頂部１
１１を備え、したがって、主交換器１０３および管１３３、１３４の周りの被覆材を通る
熱損失が低減されることになる。　
　別の利点は主交換器１０３の二重利用であり、これは、一方で、燃焼器１０７、１０９
の上流で産業用等級酸素を予熱するためであり、他方で、予熱された産業用酸素を相対す
る各々の燃焼器へと運ぶためである。
【００３９】
　主交換器１０３からの出口と燃焼器１０７、１０９との間の距離を最小限とすることで
、被覆管１３３、１３４の通過によって発生される熱損失は低減されることになる。　
　各々の出口１３１、１３２が単一の燃焼器１０７、１０９と関連付けられているため、
前記出口１３１、１３２から来ていくつかの燃焼器に向かわされる予熱された産業用等級
酸素を分けるために、弁などのシステムを備えた前記管１３３、１３４を提供する必要が
ない。
【００４０】
　図１に示された実施形態によれば、設備は、燃焼器１０７、１０９の上流で燃料を予熱
するための、燃料主交換器と称される熱交換器１０４も備えており、その燃料は、例えば
、天然ガスなどの気体状の燃料である。この第２の熱交換器１０４は、主交換器１０３の
最上部に位置付けられている。　
　第２の交換器１０４に高温の空気を供給するために、復熱装置１０１で生成された高温
の空気は、主熱交換器１０３に向かって方向付けられる第１の流れ、および、第２の交換
器１０４に向かって方向付けられる第２の流れである、２つの別々の流れへと分割される
。
【００４１】
　第２の交換器１０４は、主交換器１０３と同様の原理において運転し、そのため、同じ
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利点を提供する。　
　したがって、第２の交換器１０４は、酸素燃料燃焼器１０７、１０９の２つの系列から
等しい距離に設置されている。そのため、第２の交換器１０４の長手寸法は、室１００の
長手軸線と平行である。
【００４２】
　第２の交換器１０４は、予熱された燃料のための８つの出口１４１、１４２、すなわち
、４台の酸素燃料燃焼器１０７の第１の系列の側方にある４つの出口１４１と、４台の酸
素燃料燃焼器１０９の側方にある４つの出口１４２とを備えている。各々の出口１４１、
１４２は、予熱された燃料出口１４１、１４２と最も近くの酸素燃料燃焼器１０７、１０
９との間の距離が最小となるような方法で、位置付けられている。予熱された燃料の管１
４３、１４４は、予熱された燃料を最も近くの燃焼器１０７、１０９に供給するために、
前記燃焼器１０７、１０９へと各々の出口１４１、１４２を連結している。
【００４３】
　本発明の好ましい一実施形態によれば、主交換器は、産業用等級酸素のいくつかの流れ
を可能にし、それら流れの流量は、同時に予熱させるために、互いから独立して調節でき
る。設備が燃料を予熱するための第２の交換器も備えるとき、この第２の交換器が、同様
に、流量が互いから独立して調節できる燃料のいくつかの流れを、同時に予熱することが
できることが望ましい。安全性および信頼性の理由のため、これらの流量が、予熱の前に
燃焼反応剤の大きさに調節されることが可能であることが、さらに望ましい。
【００４４】
　図２に示されている交換器は、燃焼反応剤のいくつかの別個の流れの同時の予熱を可能
にするように意図されている。これは、予熱された反応剤の各々の流れの流量が独立して
調節できることと、この方法では、各々の燃焼器の出力が独立して調節できることとを意
味している。したがって、本発明は、室において所望の熱プロファイルを得ることをより
容易にし、炉をより融通性のあるものにする。
【００４５】
　図２に示されているように、交換器１０３は、以下の特徴を有するプレート管式交換器
である。　
　・予熱される別個の流れの数（図示されている場合では、４つの束１０、２０、３０、
および４０）に数が対応するいくつかの束に、管が分けられる。　
　・各々の束１０、２０、３０、４０が、入口端蓋と称される端蓋１１～１４によって覆
われ、各々の入口端蓋が、燃焼反応剤の個別の供給２１～２４を有する。　
　・管の反対の端において、各々の束１０、２０、３０、４０が、戻り端蓋と称される端
蓋３１～３４によって覆われ、その戻り端蓋は、束からの予熱された反応剤を、前記束に
排他的に連結されている１つまたは複数の戻り管４１～４４に向かって送る。　
　・各々の戻り管４１～４４は、予熱された反応剤を、交換器の予熱された反応剤の出口
１～４のうちの１つに向かって運び、各々の出口は、好ましくは、単一の戻り管４１～４
４により供給される。　
　・戻り管４１～４４の長さは、対応する出口１～４の位置付けに従って変化し、出口の
位置付けは、先に記載されているように、炉の室における対応する燃焼器の位置付けに依
存している。　
　・予熱するための反応剤の流量は、入口端蓋１１～１４の上流において、または、熱交
換器の上流においてさえ、つまり、反応剤が予熱される前に、各々の管束１０、２０、３
０、および４０に対して調節される。
【００４６】
　一束あたりの管の数と一束の直径とは、典型的には高温の空気である高温の熱伝達流体
との熱の交換による反応剤の十分な予熱を確保し、同時に、交換器における反応剤の圧力
と最大速度とを安全限界を超えない度合いに維持するように、選択される。　
　図３および図４は、図２のＩＩＩ－ＩＩＩおよびＩＶ－ＩＶのそれぞれにおいて見た、
４つの管束１０、２０、３０、および４０に関する可能な一構成を、概略的に描写してい
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る。
【００４７】
　端蓋１１～１４および３１～３４に関して、束の管に関して、ならびに、戻り管４１～
４４に関して、および、概して、燃焼反応剤と接する任意の表面に関して、選択される材
料は、これらの材料と適合性のある材料である。したがって、予熱された酸素と接する表
面に関して、使うものは、６０％から７５％の間のＮｉ、および１０％から３０％までの
Ｃｒを含む合金から有利に作られている。

【図１】 【図２】
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